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Ｉ．はじめに
　マネジメント・コントロール（Management 
Control; MC）とは，「マネジャーが戦略を実
行するために，組織メンバーに影響を与えるプ
ロ セ ス 」（Anthony and Govindarajan, 2007; 
98）と定義され，MC を繰り返し行うための仕
組みをマネジメント・コントロール・システム
（Management Control Systems; MCS）と呼
ぶ。Anthony and Govindarajan（2007）に代
表される伝統的 MCS は，設定した計画を実行
する際に，より効率的に業務を行うようメン
バーを動機づけることに主眼が置かれている
（Chenhall and Moers, 2015）。
　一方で，近年は，業務効率の向上に留まらず，
業務改善を促す MCS の必要性が主張されてい
る（渡邊・伊藤， 2002）。業務改善とは，メン
バーが新たなアイデアや取り組みを提案し，製
品の製造プロセスやサービスの提供プロセス
の質の向上を図ることを意味する（Chenhall 
and Moers, 2015; Lopez-Valeiras et al, 2016）。
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たとえば，岩淵（1992）や吉田・福島（2010）
は，原価企画を通じた業務改善について言及
し，Macnair（1990） や Birkett（1995） は，
ABC（Activity-Based Costing）および ABM
（Activity-Based Management）を通じた業務
改善について指摘している。
　MCS と業務改善に関する研究がなされるな
かで，業務改善を促す MCS として，Simons
（1995, 邦訳）によって提唱されたインタラク
ティブ・コントロール・システム（Interactive 
Control Systems; ICS）が注目を集めている
（Chenhall and Moers, 2015）。ICS とは，メン
バー間のコミュニケーションを活性化するこ
とで企業内部に新たなアイデアを創発し，環
境の変化に合わせて戦略を修正することを目
的とした MCS である（Simons, 1995, 邦訳 ; 
178）。近年ではその概念が拡張され，戦略の
修正だけでなく業務改善を促す MCS と捉え
ら れ て い る（Bisbe and Otley, 2004; Henri, 
2006; Lopez-Valeiras, Gonzalez-Sanchez and 
Gomez-Conde, 2016; Moulang，2013; 岸 田， 
2010; 2013）。たとえば，ICS が業務改善を通
じて財務業績に正の影響を与えること（Henri, 
2006），ICS が職務理解を通じて業務改善に正
の影響を与えること（岸田，2010; 2013）が実
証研究を通じて明らかにされている。
　ICS と業務改善に関する研究の蓄積が図られ
るなか，Chenhall and Moers（2015）は，こ
れらの実証研究における ICS の測定方法には
課題があると指摘した。先行研究では単一の変
数を用いて ICS を測定しているのに対し，ICS
は複数の構成要素からなる概念であることか
ら，各構成要素に沿った複数の変数から ICS
を測定すべきである。そうしなければ，変数ご
との業務改善への影響の強弱を分析すること
で，業務改善を促す鍵となる構成要素を識別す
ることができないと主張している。この二つの
ICS の測定方法の違いについては，図表 1 にま
とめたので参照されたい。左側が単一変数を用
いた ICS の測定方法であり，右側が複数の変
数を用いた ICS の測定方法である。
　だが，彼らの研究では，実際のデータを用い
て，ICS を複数の構成要素に沿った変数で測定
し，業務改善を促進するための鍵となる構成要
素を識別していない。この点を明らかにしなけ
れば，企業が ICS を通じて従業員の業務改善
を促進させる際に，どの構成要素に対する施策
により力点を置けばいいかが判別できないと結
んでいる。
　そこで，本稿では，日系ホテルチェーンをリ
サーチサイトとして，複数の構成要素に沿った
変数により ICS を測定し，変数ごとの業務改
善への影響の強弱を分析する。本分析結果に
よって，業務改善を促進する ICS において鍵
となる構成要素が明らかになる。
　本稿の構成は次のとおりである。第Ⅱ節にお
いて，先行研究をレビューする。第Ⅲ節におい
て，リサーチデザインを示す。第Ⅳ節において，
分析結果と考察を述べる。第Ⅴ節において，研
究の意義と限界に触れ本稿を閉じる。
II．先行研究と仮説設定
１．MCS と業務改善に関する研究
　伝統的な MCS は，組織メンバーに対して定
型的な手続きのなかで業務効率性の向上を動機
付けることに有用とされていた。この点に関し
て，Chenhall and Moers（2015）は標準原価
計算の例を用いて説明している。たとえば，標
準原価計算において，製品の仕様が決定される
と製造現場には目標として原価標準が与えられ
図表 1　ICS の測定方法の違い
出典：Chenhall and Moers（2015）に基づき筆者作成
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る。原価標準は対象製品に関する標準作業手順
を基に算定され，実際原価との差異を算出する
ことで，標準作業手順が遵守されたかどうかを
モニタリングできる。この差異の把握を通じて，
メンバーは業務効率の向上を動機付けられる。
　しかしながら，決まった手続きのなかで業務
効率を上げるだけではなく，新たな手続きの導
入あるいは，既存手続きの更新といった改善を
促す MCS が求められるようになってきた（渡
邊・伊藤，2002）。MCS に期待される役割が
変化したのは，企業を取り巻く環境が不安定に
なってきていることに起因する。安定した環境
を想定した場合，決められた手続きを効率的に
実行することだけを考えればよいかもしれな
い。しかし，環境が不確実な場合，決められた
手続きが環境と適合しなくなる可能性が高く，
既に設定された手続き自体を問題視する必要性
があるからだ（Simons, 1995, 邦訳）。
　このような指摘があるなか，業務改善を促す
MCS として，原価企画を取り上げた研究があ
る。岩淵（1992）は，原価企画の取り組みを通
じて，原価削減に関する新たなアイデアを生み
出され，業務改善が促されると指摘する。吉田・
福島（2010）は，日系企業における郵送質問票
調査に基づき，原価企画の取り組みを通じて，
メンバーの利益・原価情報に対する理解が深ま
ることで，自律的な問題発見が促進され，業務
改善が促されると主張する。
　ABC や ABM を通じた業務改善の促進につ
いて指摘する研究もある。ABC や ABM に関
して，従来はコスト管理技法として業務の効率
性向上に有効であるとの見方が主であったが，
Macnair（1990）や Birkett（1995）は，ABC
及び ABM を行うことで顧客価値に対する意識
の醸成がなされ，業務改善が促されるとの見解
を示している。
　Chenhall（2005）は，BSC（Balanced Scorecard）
と業務改善に着目した。BSC の特徴として，
戦略と業務のリンク，サプライヤー志向の業績
評価指標の設定，顧客志向の業績評価指標の設
定を取り上げ，それらが業務改善を促すことで，
低コスト，柔軟な活動，サービスクオリティの
向上が実現されるという関係を仮定した実証研
究を行っている。分析結果として，戦略と業務
のリンクおよび顧客志向の業績評価指標の設定
が業務改善を促し，サービスクオリティの向上
の実現につながることを示した。 
　業務改善を促す MCS として，Simons が提
唱した ICS に着目した研究が見られるように
なった。ICS とは，メンバー間のコミュニケー
ションを活性化することで，企業内部に新たな
アイデアを創発し，環境の変化に合わせて戦略
を修正することを促す MCS として提唱された
が（Simons, 1995, 邦訳 ; 178），近年ではその
概念が拡張され，戦略の修正だけなく業務改
善を促す MCS と捉えられはじめた。次項では
ICS と業務改善に関する研究をレビューする。
２．ICS と業務改善に関する研究
　Henri（2006）は，カナダの製造業における
トップマネジャーを対象とした調査に基づき，
ICS が業務改善を通じて財務業績に与える影響
を検証している。独立変数に ICS，中間変数に
業務改善，従属変数に財務業績を設定し，共分
散構造分析を行った。分析の結果，ICS が業務
改善に正の影響を与えること，ICS が業務改善
を通じて間接的に財務業績に正の影響を与える
ことが示された。変数について説明を加えると，
ICS は，MCS がマネジャーとメンバーの対話・
議論を促進している程度に関する質問，MCS
が企業の目標一致性を促進している程度に関す
る質問，MCS が業務に必要な言語の統一を促
進している程度に関する質問によって測定され
る。業務改善は，マネジャーがメンバーに対し
て新たなアイデアを要求する程度，企業におい
て新しい取り組みが行われる程度に関する質問
によって測定される。財務業績は，売上・利益・
ROI に対する満足度に関する質問によって測
定される。
　Moulang（2013）は，オーストラリアの製
造業におけるミドルマネジャーを対象とした調
査を通じて，ICS が心理的エンパワーメント 1
を通じて個人の業務改善意識 2 に与える影響を
検証している。独立変数に ICS，中間変数に心
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理的エンパワーメント，従属変数に個人の業務
改善意識を設定し，共分散構造分析を行った。
分析の結果，ICS が心理的エンパワーメントを
通じて，個人の業務改善意識に正の影響を与え
ていることが示された。変数について説明を加
えると，ICS は，MCS がトップマネジャーと
ミドルマネジャーの議論を促進している程度に
関する質問， MCS が業務に必要な言語の統一
を促進している程度に関する質問によって測定
される。個人の業務改善意識は，新たなアイデ
アを提案する程度に関する質問，新たなアイデ
アを試す程度に関する質問，職場における業務
改善を探索する程度に関する質問によって測定
される。心理的エンパワーメントは，自身の業
務の重要性を理解する程度に関する質問によっ
て測定される。
　岸田（2010）は，東証一部上場の製造業にお
けるトップマネジャーおよびミドルマネジャー
を対象とした調査を通じて， ICS が職務理解を
通じて業務改善に与える影響について検証して
いる。独立変数に ICS，中間変数に職務理解，
従属変数に業務改善を設定し，共分散構造分析
を行った。分析の結果，ICS が職務理解に対し
て正の影響を持ち，職務理解が業務改善に正の
影響を持つことが明らかとなった。変数につい
て説明を加えると，ICS は，Henri（2006）と
同様の質問項目を用いて測定される。職務理解
は，自身のやるべき仕事を理解している程度に
関する質問，上司の自身への期待を理解してい
る程度に関する質問によって測定される。業務
改善は，業務の見直しに関する質問，マニュア
ル改定に関する質問によって測定される。
　岸田（2013）は，岸田（2010）の継続研究で
ある。職務理解と業務改善を，自身の職務理解
および業務改善と，部下の職務理解および業務
改善に分けて分析が行われた。調査対象は，岸
田（2010）同様に，東証一部上場の製造業にお
けるトップマネジャーおよびミドルマネジャー
であり，分析モデルは，下記の図表 2 のとおり
である。共分散構造分析の結果，ICS から自身
の職務理解に対する影響，自身の職務理解から
自身の業務改善と部下の職務理解に対する影
響，部下の職務理解から部下の業務改善に対す
る影響，部下の業務改善から自身の業務改善に
対する影響について，有意な正の影響が示され
た 3。
図表 2　岸田（2010）と岸田（2013）の分析モデルの違い
 
出典：岸田（2010; 2013）に基づき筆者作成
　Lopez-Valeiras et al,（2016）は，ヨーロッ
パの製造業におけるトップマネジャーを対象
とした調査を通じて，業務改善の ICS への影
響を二つの観点から検証している。一つ目は，
ICS が業務改善に対して正の影響を与える直接
効果を持つか，二つ目は，業務改善が財務業績
に与える影響を加減する調整効果を持つかであ
る。直接効果の検証には，独立変数に ICS，従
属変数に業務改善を設定し，調整効果の検証
には，独立変数に業務改善，ICS，業務改善と
ICS の交互作用項，従属変数に財務業績を設定
した。重回帰分析の結果，ICS が業務改善に対
して正の直接効果を持つと同時に，ICS は業務
改善が財務業績に与える影響を加減する調整効
果を持つことが示された。変数について説明を
加えると，ICS は，MCS が継続的学習や環境
変化への適応を目的として利用されている程
度，MCS が継続的に利用される程度によって
測定される。業務改善は，業務改善が企業業績
に対して重要視される程度，自社の活動が新規
的である程度によって測定される。財務業績は，
売上・利益・ROA に対する満足度によって測
定される。
　Bisbe and Otley（2004）は，スペインの製
造業におけるトップマネジャーを対象とした調
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査を通じて，業務改善と製品開発を併せてイノ
ベーションと捉え，イノベーションが業績に与
える影響を加減する ICS の調整効果について
検証している。独立変数に ICS，イノベーショ
ン，ICS とイノベーションの交互作用項，従属
変数に財務業績を設定して，重回帰分析を行
なった。分析の結果，ICS は，イノベーショ
ンが業績に与える影響を加減する調整効果を
持つことが示された。変数の説明を加えると，
ICS は，エクゼクティブ・チームの会議におけ
る MCS に関する質問，トップ及びミドルマネ
ジャーによる MCS を通じた関与に関する質問
によって測定される。イノベーションは，新製
品の開発に関する質問，業務改善の検討に関す
る質問，企業が市場におけるパイオニアを志向
する程度に関する質問，売上に占める新製品の
割合に関する質問によって測定される。財務業
績は，売上・利益・ROI・顧客満足度・新規顧
客獲得に対する満足度によって測定される。
　以上の先行研究レビューから，次の課題が
明らかとなった。一点目は，サービス業を対
象とした調査が行われていない点である。こ
の点は，レビューした全ての研究が製造業を
リサーチサイトとしていることから見て取れ
た。二点目は，一般従業員を対象とした調査が
行われていない点である。レビューした全ての
研究がマネジャーを調査対象とし，一般従業員
を対象とした調査の必要性は岸田（2013）も指
摘する。三点目は，分析上の課題である。先行
研究では単一の変数を用いて ICS を測定して
いるのに対し，ICS は複数の構成要素からなる
概念であることから，各構成要素に沿った複数
の変数から ICS を測定するべきであるという
点である。そうしなければ，業務改善を促す鍵
となる構成要素を識別することができず，鍵
となる構成要素が識別できない以上は，企業
が ICS を通じて従業員の業務改善を促進させ
る際，どの構成要素に対する施策により力点を
置けばいいかが判別できないと考えられる。こ
の点に関しては，業務改善に関する先行研究レ
ビューを行ったChenhall and Moers（2015）も，
ICS と業務改善に関する研究の残された課題で
あると指摘しており，彼らは業務改善を促進
する ICS の構成要素として，Bisbe, Basista-
Foguet and Chenhall（2007）が示す五つの構
成要素に着目している。次項では，この Bisbe 
et al.（2007）を含めて，ICS の構成要素につ
いて検討した研究を見ていく。
３．ICS の構成要素に関する研究
　ICS の構成要素について検討した研究に
は，Bisbe et al.（2007），Mundy（2010），西 居
（2012），横田・妹尾（2012），庵谷（2013）が
ある。このうち，Mundy（2010），西居（2012），
横田・妹尾（2012），庵谷（2013）は，先行研
究レビューもしくは事例研究に基づき，Bisbe 
et al.（2007）で示された五つの構成要素の拡
張を試みた研究である。たとえば，Mundy
（2010）はヨーロッパの金融業の ICS を，庵
谷（2013）は日本のホテル業の ICS を観察し，
Bisbe et al.（2007）が示す五つの構成要素の
拡張を試みている。一連の研究からは，Bisbe 
et al.（2007）が提唱した構成要素を基礎とし
て検討が行われている点が見て取れる。この
点に関して，横田・妹尾（2012）は「Bisbe et 
al.（2007）以降に公刊された ICS に関する実
証研究では，彼らの定義が参照されることが多
く，影響力のある定義になっている」（5）と述
べている。以下では，Bisbe et al.（2007）に
ついて詳しく述べる。
　Bisbe et al.（2007）は，ICS に関する先行研
究レビューに基づき ICS の構成要素について
検討した。検討結果として，次の五つの構成要
素を示している。トップマネジャーの積極的利
用，ミドルマネジャーの積極的利用，面と向かっ
た挑戦と議論，戦略的不確実性への集中，非侵
襲的で間接的な関与である。彼らがレビューし
た研究には，前項で示した ICS と業務改善に
関する研究も含まれていることから，彼らが意
図した ICS は，戦略の修正だけでなく業務改
善を促すことを目的とした ICS であると考え
られる。以下では，五つの構成要素について説
明し，各構成要素と業務改善の関係について述
べる。
論　文
42 中京経営研究　第 27 巻（2018. 3）
　トップマネジャーの積極的利用とは，トップ
マネジャーが ICS を利用して，メンバーに積
極的に関与していることを意味する（Bisbe et 
al., 2007; 797）。想定外の出来事が起きた場合
にのみマネジャーがメンバーに対して干渉する
伝統的 MCS の例外管理とは対照的に，ICS に
おいてマネジャーは，定期的かつ積極的にメン
バーに干渉することで，組織内部の情報共有を
活性化させることが求められる（Bisbe et al., 
2007; 797）。彼らの主張に基づくならば，トッ
プマネジャーの積極的利用と業務改善との関係
については，トップマネジャーがメンバーに対
して積極的に関与することで，業務改善に関す
る情報共有が活性化され，業務改善が促される
と考えることができる。この議論を踏まえて，
以下の仮説を設定する。
H1：トップマネジャーの積極的利用は，業
務改善に対して正の影響を与える。
　ミドルマネジャーの積極的利用とは，ミド
ルマネジャーが ICS を利用して，メンバーに
積極的に関与していることを意味する（Bisbe 
et al., 2007; 797）。トップマネジャーと同様に，
ミドルマネジャーもメンバーに積極的に干渉す
ることで，情報共有を活性化することが求めら
れる（Bisbe et al,，2007，p. 797）。彼らの主
張に基づくならば，ミドルマネジャーの積極的
利用と業務改善との関係については，トップマ
ネジャーと同様にミドルマネジャーがメンバー
に対して積極的に関与することで，業務改善に
関する情報共有が活性化され，業務改善が促さ
れると考えることができる。この議論を踏まえ
て，以下の仮説を設定する。
H2：ミドルマネジャーの積極的利用は，業
務改善に対して正の影響を与える。
　面と向かった挑戦と議論は，計画や目標，業
務に関する意見交換が高い頻度で行われている
ことを意味する（Bisbe et al., 2007; 797）。ICS
においては，会議といった意見交換の機会を通
じて，マネジャーとメンバー，およびメンバー
間で，計画や業務における課題や前提条件の見
直しに関する情報を共有することが求められる
（Bisbe et al., 2007; 797）。彼らの主張に基づく
ならば，面と向かった挑戦と議論と業務改善と
の関係については，会議といった意見交換の機
会を通じて，各々が抱える業務上の課題や見直
すべき前提条件についての情報共有が行われ，
業務改善が促されると考えられる。この議論を
踏まえて，以下の仮説を設定する。
H3：面と向かった挑戦と議論は，業務改善
に対して正の影響を与える。
　戦略的不確実性への集中は，組織メンバーが
焦点をあてるべき不確実性に関する認識を他の
メンバーと共有していることを意味する（Bisbe 
et al., 2007; 797）。ICS を機能させるためには，
マネジャーの積極的な関与や頻繁なコミュニ
ケーション機会を設けるだけでなく，何に焦点
を当ててコミュニケーションを行うかかが重要
となる（Bisbe et al., 2007; 797）。彼らの主張
に基づくならば，戦略的不確実性と業務改善と
の関係については，対象とすべき課題や見直す
べき前提条件についての認識がメンバー間で共
有されることで，コミュニケーションの焦点が
明確化され，業務改善が促されると考えられる。
この議論を踏まえて，以下の仮説を設定する。
H4：戦略的不確実性への集中は，業務改善
に対して正の影響を与える。
　非侵襲的で間接的な関与は，メンバーに対し
て権限委譲がなされ，メンバーが自由に意思
決定できることを意味する（Bisbe et al., 2007; 
797）。組織内部の情報共有を活性化するために
は，マネジャーがメンバーの意見を尊重し，メ
ンバーが自由に意見を発信することが求められ
る（Bisbe et al., 2007; 798）。彼らの主張に基
づくならば，非侵襲的で間接的な関与と業務改
善との関係については，マネジャーがメンバー
の自律性を阻害せず，メンバーへの権限委譲が
業務改善を促進するインタラクティブ・コントロール・システムにおいて鍵となる構成要素（齊藤　毅）
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なされることで，前提条件を否定した柔軟な発
想が創発され，業務改善が促されると考えられ
る。この議論を踏まえて，以下の仮説を設定す
る。
H5：非侵襲的で間接的な関与は，業務改善
に対して正の影響を与える。
III．リサーチデザイン
１．分析モデルと分析方法
　前節までの議論に基づき分析モデルを構築す
ると図表 3 の通りとなる。独立変数には，トッ
プマネジャーの積極的利用，ミドルマネジャー
の積極的利用，面と向かった挑戦と議論，戦略
的不確実性への集中，非侵襲的で間接的な関与
を設定し，結果変数には，業務改善を設定した。
本調査では，仮説の検証のために重回帰分析を
行なう。
図表 3　分析モデル
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２．分析に用いる変数
　トップマネジャーの積極的利用とは，トッ
プマネジャーが ICS を利用して，メンバーに
積極的に関与していることを意味する（Bisbe 
et al., 2007; 797）。トップマネジャーの関与は，
企業の目標や方針の伝達を通じて行われると考
えられる。そこで，トップマネジャーによる方
針や目標の伝達について尋ねた 4 つの質問項目
を用いて構成する。
　ミドルマネジャーの積極的利用とは，ミド
ルマネジャーが ICS を利用して，メンバーに
積極的に関与していることを意味する（Bisbe 
et al., 2007; 797）。ミドルマネジャーの関与は，
業務上の指示や助言を通じて行われると考えら
れる。そこで，ミドルマネジャーの指示や助言
について尋ねた 3 つの質問項目を用いて構成す
る。
　面と向かった挑戦と議論は，計画や目標，業
務に関する意見交換が高い頻度で行われている
ことを意味する（Bisbe et al., 2007; 797）。そ
こで，目標や方針について話し合う機会の頻度
について尋ねた 3 つの質問項目を用いて構成す
る。
　戦略的不確実性への集中は，組織メンバーが
焦点をあてるべき不確実性に関する認識を他の
メンバーと共有していることを意味する（Bisbe 
et al., 2007; 797）。メンバー同士が焦点を当て
るべき対象の認識を共有している場合，メン
バーは共通した業務上の用語を用いると考えら
れる。そこで，業務上必要な用語の共有の程度
について尋ねた 2 つの質問項目を用いて構成す
る 4。
　非侵襲的で間接的な関与は，メンバーに対し
て権限委譲がなされ，メンバーが自由に意思
決定できることを意味する（Bisbe et al., 2007; 
797）。メンバーに対して権限委譲がなされるこ
とで，メンバーは業務における自身の判断が尊
重されるようになると考えられる。そこで，業
務に対してメンバーの判断が尊重される程度に
ついて尋ねた 3 つの質問項目を用いて構成す
る。
　 最 後 に， 業 務 改 善 に つ い て は，Moulang
（2013）および岸田（2010; 2013）で用いられ
た質問項目を参考とする。従業員が日々の業務
において業務改善に向けた努力や提案を行って
いる程度について尋ねた 2 つの質問項目で構成
する。
３．リサーチサイト
　日系ホテルチェーン A 社をリサーチサイト
とする。A 社は，国内外にチェーン展開を行
う東証一部上場の大手企業である。ホテル業を
リサーチサイトとした理由は，以下の二点であ
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る。
　第一に，日常的な業務改善の必要性が高いか
らである。サービス業は，継続的な顧客満足を
引き出すために，サービス提供プロセスを改善
しつづける必要性が高い（竹田 , 2009）。なぜ
なら，顧客の要求は多様であり，かつ変化しや
すい。このような状況において，メンバーは，
顧客の要望に対して臨機応変に対応するため
に，サービスを提供する業務プロセスを改善し，
提供されるサービス自体の質を向上していくこ
とが求められるからである。業務改善の必要性
が高いホテル業において，業務改善を促す ICS
の鍵となる ICS の構成要素を明らかとするこ
とは意義が大きいと考え，ホテル業をリサーチ
サイトとした。
　第二に，コミュニケーションの必要性が高い
からである。前述したように，サービス業では，
顧客の様々な要望に臨機応変に対応していかな
ければならない。顧客の様々な要求に迅速に対
応するためには，コミュニケーションを通じて
顧客に関する情報を共有することが必要不可欠
である（小林 , 2001）。ホテル業では，マネジャー
とメンバー，およびメンバー間でのコミュニ
ケーションを重ねながら，連繋して顧客に対応
することで，顧客の要求に合ったサービスの提
供を実現していると考えられる。コミュニケー
ションの必要性が高いと考えられるため，ホテ
ル業は，コミュニケーションの促進を目的とし
た ICS の影響を検証する実証分析のリサーチ
サイトとして適していると考えられる。
４．データ
　分析には，A 社における 2014 年度の従業員
アンケート調査のデータを用いる。アンケート
調査は，8,080 名の従業員を対象として行われ，
分析にはホテル運営に直接かかわる部門の一般
スタッフである 2,574 サンプルを用いた。A 社
においては，本社スタッフや営業スタッフが存
在するが，実際にサービスの提供プロセスの改
善を行うのは，ホテル運営に関わる現場スタッ
フであると考えたため，サンプルを絞って分析
を行う。アンケート調査における質問票は，5
段階尺度のリッカートスケールによって構成さ
れる。
　データのサンプル特性について説明を加え
る。まず，性別別では，2,574 サンプルのうち，
男性が 1,485 サンプル（57.7%），女性が 915 サ
ンプル（35.5%），性別不明が 174 サンプル（6.8%）
である。また，社員区分別では，2,574 サンプ
ルのうち，正社員が 1,803 サンプル（70.0%），
非正社員が 470 サンプル（18.3%），社員区分不
明が 301 サンプル（11.7%）である。
IV．結果と考察
１．因子分析の結果
　全 17 個の質問項目に対して，最尤法による
探索的因子分析を行った。結果は図表 4 のとお
りである。因子分析の結果，6 つの因子（業務
改善，トップマネジャーの積極的利用，ミドル
マネジャーの積極的利用，面と向かった挑戦と
議論，戦略的不確実性への集中，非侵襲的で間
接的な関与）が抽出された。因子への各質問項
目の因子負荷量は，.400 以上を示していた。ま
た，それぞれの質問項目のクロンバックのα係
数は，.800 以上であり，内的整合性も確認され
た。分析には，各因子に高い負荷量を示してい
た質問項目の合計得点の平均を下位尺度得点と
し，変数として用いている。
　各変数の記述統計は，図表 5 のとおりである。
全ての変数について，天井効果及び床効果は見
られなかった。戦略的不確実性への集中の平均
が 4.15，ミドルマネジャーの積極的利用の平均
が 4.14 と，他の変数と比べて，比較的高い平
均値を示した。また，相関係数は図表 6 のとお
りである。全ての変数について，統計的に有意
な正の相関関係が見られた。各合成変数の相関
係数について， 0.7 を超える相関関係は見られ
なかった。
２．重回帰分析の結果と考察
（1） 重回帰分析の結果
　分析結果は，図表 7 のとおりである。業務
改善に対して，面と向かった挑戦と議論（β
業務改善を促進するインタラクティブ・コントロール・システムにおいて鍵となる構成要素（齊藤　毅）
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＝ .336, p<.001），非侵襲的で間接的な関与（β
＝ .208, p<.001），戦略的不確実性への集中（β
＝ .186, p<.001）, ミドルマネジャーの積極的
利用（β＝ .096, p<.05），トップマネジャーの
積極的利用（β＝ .086, p<.05）と，全ての変
数について 5% 水準で有意な正の影響を示して
いた。以下では，本分析結果に基づき仮説の検
証を行う。
　また，前項にて示した変数間の相関係数の算
出では，独立変数間に有意な正の影響が見られ
ていた。そのため，多重共線性の結果について
も言及しておく。共線性が発生しているかを
判断する指標である VIF（Variance Inflation 
Factor）は，4 以下であった（図表 7）。したがっ
図表 4　因子分析結果
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図表 7　重回帰分析の結果
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図表 5　記述統計
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図表 6　合成変数間における Pearson の相関係数
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て，多重共線性は発生していないことが示され
た。
（2） H1：トップマネジャーの積極的利用と業務
改善
　分析の結果，業務改善に対して，トップマネ
ジャーの積極的利用は統計的に有意な正の影響
を及ぼすことが明らかとなった。したがって，
本研究における仮説（H1）は支持された。
　ただし，トップマネジャーの積極的利用は，
業務改善に対して有意な影響が見られたもの
の，他の構成要素と比較して小さな値を示した。
この結果については，メンバーが顧客と直接的
に接する機会が多いホテル業の特色が影響して
いると考えられる。なぜなら，顧客と直接やり
取りする機会が多いことから，ホテル業では，
トップマネジャーの関与がなくても，メンバー
は目の前の顧客の要求に臨機応変に応える必要
があると考えられる。この臨機応変な対応を行
うなかで，メンバーには自発的に自身の業務を
改善する意識が生まれると考えられるからであ
る。
（3）H2：ミドルマネジャーの積極的利用と業
務改善
　分析の結果，業務改善に対して，ミドルマネ
ジャーの積極的利用は統計的に有意な正の影響
を及ぼすことが明らかとなった。したがって，
本研究における仮説（H2）は支持された。
　このミドルマネジャーの積極的利用に関して
も，トップマネジャーの積極的利用と類似した
結果が示された。業務改善に対して有意な影響
が見られたものの，他の構成要素と比較してそ
の影響度は弱い。この結果から，トップマネ
ジャーだけでなくミドルマネジャーの関与がな
くても，顧客への臨機応変な対応を行うなかで，
メンバーには自発的に自身の業務を改善する意
識が生まれているのではないかと考えられる。
（4）H3：面と向かった挑戦と議論と業務改善
　分析の結果，業務改善に対して，面と向かっ
た挑戦と議論は統計的に有意な正の影響を及ぼ
すことが明らかとなった。したがって，本研究
における仮説（H3）は支持された。
　業務改善に影響を与える構成要素のうち，面
と向かった挑戦と議論が業務改善に与える影響
が最も大きかった。ホテル業では，一人の顧客
に対して，フロントスタッフ，ベルボーイ，厨
房スタッフといった複数のメンバーが接するこ
ととなる。よって，顧客へのサービス提供プロ
セスを改善するためには，複数のメンバーが持
つ顧客に関する情報を集約する機会が不可欠と
考えられる。分析結果ではこの点を反映して，
面と向かった挑戦と議論の影響が最も強いもの
となったのではないだろうかと考える。
　上記の結果から，A 社においては，面と向かっ
た挑戦と議論が，業務改善を促す ICS の鍵と
なる構成要素となる可能性が示された。この結
果と前述したマネジャーの積極的関与の影響が
弱いとの結果に基づき，業務改善を促すための
施策を検討すると次の通りである。具体的には，
A 社においては，たとえばマネジャーが的確
な指示をメンバーに与えることができるよう教
育に力をいれるより，業務改善に関する定例会
といった意見交換の機会を増やす施策を立てた
ほうが，業務改善に結びつきやすいと考える。
実際，A 社においては，アンケート調査に意
見交換の円滑化について尋ねた自由回答欄を設
けているが，そこでは意見交換の機会が不足し
ているとの声もあがっていた。意見交換の場を
増やすための施策を優先的に講じることで，業
務改善が生じる可能性は大きくなるものと思わ
れる。
（5） H4：戦略的不確実性への集中と業務改善
　分析の結果，業務改善に対して，戦略的不確
実性への集中は統計的に有意な正の影響を及ぼ
すことが明らかとなった。したがって，本研究
における仮説（H4）は支持された。ホテル業
では，フロントスタッフ，ベルボーイ，厨房ス
タッフといった複数のメンバーが，統一された
業務用語に基づき円滑に顧客の情報を共有する
なかで，改善すべき課題や前提条件を見出し，
業務改善へとつなげていると考えられる。
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（6） H5：非侵襲的で間接的な関与と間接的な関
与
　分析の結果，業務改善に対して，非侵襲的で
間接的な関与は統計的に有意な正の影響を及ぼ
すことが明らかとなった。したがって，本研究
における仮説（H5）は支持された。
　非侵襲的で間接的な関与は，面と向かった挑
戦と議論の次に，業務改善に対して大きな正の
影響を示していた。ホテル業では，製品の提供
を通じて顧客満足を得る製造業と異なり，個々
の従業員が提供するサービスによって顧客満足
を得る必要がある。したがって，サービスを提
供する個々の従業員が，サービス提供プロセス
の改善に自発的に取り組む必要がある。この従
業員の自発性を生み出すためには，マネジャー
がメンバーの自律性を阻害せず，メンバーへの
権限委譲を図ることが不可欠であると考えられ
るため，分析結果でも強い影響が見てとれたの
ではないか。
３．疑似相関の検討
　重回帰分析の結果より，トップマネジャーの
積極的利用およびミドルマネジャーの積極的利
用は，業務改善について有意な正の影響を示し
たものの，それらの影響力は比較的弱かった。
一方，相関分析の結果では，トップマネジャー
の積極的利用およびミドルマネジャーの積極的
利用は，業務改善に対して，0.6 以上の比較的
高い相関関係を示していた。上記の二つの分析
より，トップマネジャーの積極的及びミドルマ
ネジャーの積極的利用と業務改善の相関関係に
ついて，擬似相関の関係が疑われる。そこで，
本項では，この擬似相関が存在するかを確かめ
るために追加的な分析を行った。
　本分析で用いた独立変数のうち，トップマネ
ジャーの積極的利用，ミドルマネジャーの積極
的利用，業務改善に対して，高い相関関係を
示したのは，面と向かった挑戦と議論であっ
た。面と向かった挑戦と議論が意味する目標や
方針について議論する機会や場が増加すること
で，マネジャーがメンバーに関与する頻度も増
加する。しかし同時に，目標や方針に対する議
論が行われることで，業務上の課題や見直すべ
き前提条件共有され，業務改善が促進されると
考えられる。相関係数の算出においては（図表
6），トップ及びミドルマネジャーの積極的利用
と業務改善との関係に比較的高い相関がみられ
たが，この関係は面と向かった挑戦と議論が活
発になることで引き起こされた疑似的な相関関
係である可能性がある。そこで，面と向かった
挑戦と議論を制御変数とした偏相関分析を行っ
た。
　まず，面と向かった挑戦と議論を制御変数と
おき，トップマネジャーの積極的利用と業務改
善の偏相関を算出した。その結果，両変数の間
に，.211（p ＜ .001）の有意な正の関係が確認
された。したがって，面と向かった挑戦と議論
に関わらず，トップマネジャーの積極的利用と
業務改善には正の関係があり，疑似相関ではな
いことが明らかとなった。
　次に，面と向かった挑戦と議論を制御変数と
おいた，ミドルマネジャーの積極的利用と業務
改善の偏相関を算出した。その結果，両変数の
間に，.251（p ＜ .001）の有意な正の関係が確
認された。したがって，トップマネジャーの積
極的利用と同様に，ミドルマネジャーの積極的
利用と業務改善には正の影響があり，疑似相関
ではないことが明らかとなった。
V．むすび
　本稿では，日系ホテルチェーンをリサーチ
サイトとして，Bisbe et al.（2007）が示した
五つの構成要素に沿った変数により ICS を測
定し，変数ごとの業務改善への影響の強弱を分
析した。分析の結果，業務改善に対して，面と
向かった挑戦と議論が最も影響が強く，トップ
マネジャーの積極的利用ならびにミドルマネ
ジャーの積極的利用の影響が弱いことが明らか
となった。この結果から，複数の構成要素に沿っ
た変数で ICS を測定し，業務改善への影響を
分析することで，鍵となる構成要素を識別でき
る可能性が示唆された。以下では，研究の意義
と課題に触れ本稿を閉じる。
論　文
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　本稿の意義は，以下の三点である。
　一点目は，実際のデータを用いて，ICS を複
数の構成要素に沿った変数で測定し，業務改善
を促進するための鍵となる構成要素を識別した
点にある。Chenhall and Moers（2015）で指
摘された課題の解決を試みた点に，本稿の意義
があるものと考えられる。
　二点目は，一般従業員を対象としたデータに
基づき，ICS の業務改善への影響について分析
を行った点である。岸田（2016）も指摘するよ
うに，ICS と業務改善に関する先行研究では，
マネジャーを対象としたデータに基づく分析は
なされているが，一般従業員を対象としたデー
タに基づく分析はなされていないと考えられ
る。
　三点目は，ホテル業をリサーチサイトとした
点である。製造業をリサーチサイトとした研究
が多いなかで，本稿はホテル業を対象として分
析を行い，分析結果はホテル業の特色を反映し
たものと考えられた。ホテル業を含むサービ
ス業を対象とした研究の必要性は，Chenhall 
and Moers（2015）も指摘していることから，
この点にも本稿の意義があると考える。
　本研究の課題は，以下の四点である。
　一点目は，本研究が国内ホテルチェーン一社
のみのデータを用いている点である。本稿の分
析では，ホテル業の特色を反映した結果が得ら
れているため，この点に関して今後もリサーチ
サイトを拡大し追試していきたいと考える。
　二点目は，サンプル特性を踏まえた分析を
行っていない点である。性別，社員区分によっ
て，業務改善を促すための ICS の鍵となる構
成要素が異なる可能性もあるため，今後はこれ
らの視点からデータを区分して考察する。
　三点目は，単年度のアンケートデータを用い
ている点である。本分析では，2014 年度のア
ンケートデータを用いて重回帰分析を行った。
しかし，本分析結果が一時的なものではないこ
とを明らかにするために，多年度のデータを用
いて分析する必要がある。
　四点目は，Bisbe et al.（2007）以外の論者が
主張する構成要素を用いて ICS を測定し分析
を行っていない点である。たとえば，Mundy
（2010），西居（2012），横田・妹尾（2012），庵
谷（2013）は，Bisbe et al.（2007）で示され
た五つの構成要素の拡張を試みている。今後は，
彼らが示した構成要素を用いて ICS を測定し，
業務改善への影響について分析を行う必要があ
ると考える。
脚注
1 　心理的エンパワーメント（Psychological Em-
powerment）とは，メンバーの業務に対する自
律性を指す。
2 　個人の業務改善意識とは，ミドルマネジャー
からみたメンバーの業務改善への意識を示す。
3 　岸田（2013）では，変数を測定するための質
問項目に関する記載はなかった。
4 　単一の変数で ICS を測定しているが，Henri
（2006）も ICS を測定する際，戦略的不確実性
への集中を意図した質問として，業務上必要な
用語の共有の程度について尋ねた質問項目を含
めている。
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